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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等(消費税および地方消費税)は含んでおりません。 

２ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 130,259 134,195 139,937 262,200 271,274

経常利益 (百万円) 2,102 3,098 2,673 4,661 4,803

中間(当期)純利益 (百万円) 1,765 1,796 822 3,440 2,826

純資産額 (百万円) 14,422 17,351 19,502 16,412 18,810

総資産額 (百万円) 110,731 106,664 106,778 104,535 101,731

１株当たり純資産額 (円) 43.03 59.68 72.89 51.59 65.68

１株当たり中間 

(当期)純利益
(円) 8.03 8.04 3.69 15.17 12.10

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益

(円) 7.90 6.69 3.17 13.93 10.61

自己資本比率 (％) 13.0 16.3 18.3 15.7 18.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,180 2,392 6,783 2,761 8,603

投資活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) 644 △692 △2,201 539 △1,987

財務活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,955 △4,341 △5,696 △3,588 △8,825

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高
(百万円) 13,384 9,028 8,324 11,669 9,447

従業員数 

(外 平均臨時雇用者数)
(名)

3,817

(11,026)

3,238

(8,481)

3,117

(8,042)

3,281

(10,661)

3,164

(8,898)



  

(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ (中間)連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益お

よび潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益についてその記載を省略しております。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 第58期より、発行済株式総数の内訳および各種類株式に対する１株当たり配当額を記載しております。 

また、これに伴い第57期の発行済株式総数の内訳および各種類株式に対する１株当たり配当額につきまして

も遡及して記載しております。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 109,571 110,607 114,486 220,398 223,775

経常利益 (百万円) 1,526 1,250 959 2,421 2,033

中間（当期）純利益 (百万円) 1,623 1,223 215 2,278 1,527

資本金 (百万円) 3,363 3,363 3,363 3,363 3,363

発行済株式総数 (株) 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

223,769,922 223,769,922 223,769,922 223,769,922 223,769,922

Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式

4,800,000 4,032,000 3,264,000 4,800,000 4,032,000

Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式

9,600,000 8,016,000 6,432,000 9,600,000 8,016,000

Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式

9,600,000 7,968,000 6,336,000 9,600,000 7,968,000

純資産額 (百万円) 12,836 14,178 14,829 13,856 14,896

総資産額 (百万円) 82,913 78,302 79,144 77,127 75,000

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

― ― ― 0.00 0.00

Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式

― ― ― 2.27 4.20

Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式

― ― ― 2.81 5.20

Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式

― ― ― 3.35 6.20

自己資本比率 (％) 15.5 18.1 18.7 18.0 19.9

従業員数 
(外 平均臨時雇用者数)

(名)
1,617
(1,536)

1,488
(1,468)

1,422

(1,411)
1,560
(1,518)

1,438

(1,447)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(中間連結財務諸表提出会社(以下「当社」という。)およ

び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当中間連結会計期間における従業員数を事業の部門等の別に示すと次のとおりです。 

なお、当社グループの事業形態は、同一の者が複数の商品群の生産・流通・販売活動に従事してお

り、生産・受注・販売実績と同様な商品群別の記載が困難です。このため、下記の区分によって記載し

ております。 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合には、ＵＩゼンセン同盟全プリマハム労働組合(平成17年９月30日現在組合員数

1,808名)と、食品連合プリマハム労働組合(平成17年９月30日現在組合員数97名)があります。 

なお、組合員数には臨時従業員を含んでおります。 

  

  

事業の部門等の名称 従業員数(名)

食肉部門
393
(198)

営業部門
966
(554)

生産部門
1,502
(7,232)

全社共通部門
256
(58)

合計
3,117
(8,042)

従業員数(名) 1,422(1,411)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 
 部門別の概況は次のとおりです。 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、景気の底打ちを脱し全体的に企業収益の改善に広がりがみられ、

個人消費につきましても、回復基調となってきているものの将来の雇用情勢や年金問題等の不安から先行

き不透明な状態を脱せぬまま推移しました。当業界におきましても、競合各社の競争激化による販売価格

の低下が続くなか、一昨年末に発生した米国のＢＳＥによる輸入牛肉禁輸措置の継続や鳥インフルエンザ

等の畜肉疾病問題の影響が残り、食肉消費の減退に加えて食肉相場の高騰等、事業環境は依然として極め

て厳しいものとなりました。

 このような情勢のなかで当社ならびにグループ各社は、中食・外食産業への取り組みを強化し、オリジ

ナルブランド商品等の拡販や販売価格の維持に努める一方、ロス管理の徹底等によるコスト削減を進める

ことで各事業の収益性の向上を図り、アウトソーシングの推進、省人化投資の実施、トレーサビリティー

の安定運用のほか、企業の社会的責任を果たすべく情報セキュリティ管理および環境管理体制を強化しま

した。

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は1,３９９億３７百万円（前年同期比４．３％増）、営業利益

は２５億８１百万円（前年同期比１７．３％減）、経常利益は２６億７３百万円（前年同期比１３．７％

減）、中間純利益は８億２２百万円（前年同期比５４．２％減）と増収減益となりました。

＜食肉部門＞

  食肉の消費減退が続くなか、米国産牛肉の禁輸措置の継続に伴う需給の逼迫等により、食肉市場の環境

は大変厳しいものとなりました。こうした状況のなかで、当社グループは強みのあるオリジナルブランド

商品を中心に高付加価値商品の拡販に努めると共に、禁輸措置されている米国産牛肉の代替として豪州産

牛肉の拡販に努めました。また、一層のロス管理を重視した事業運営により事業収益の拡大を図りまし

た。その結果、売上高は６２７億２０百万円（前年同期比６．３％増、売上構成比４４．８％）となりま

した。

＜ハム・ソーセージ部門＞

 競合各社間の高付加価値商品のブランド競争と一段の低価格競争が熾烈化する一方で、原料高の影響を

受ける等、非常に厳しい事業環境が続きました。このような状況のなかで、柱商品を中心に拡販に努める

と共に、生産販売両面に亘る効率化を図りました。その結果、売上高は２８６億６６百万円（前年同期比

５．１％減、売上構成比２０．５％）となりました。



  

 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 
  

＜加工食品ほか部門＞

 仕入価格の低減や在庫ロスの削減を進め収益の改善に努めると共に、中食向けの商品開発とコンビニ

エンスストア向け等の業務用商品の拡販を図りました。仕入商品につきましては、品質管理の徹底に努

め海外商品の量的拡大に注力しました。

 また、コンビニエンスストア向け調理パン・軽食・惣菜・デザート等の製造事業が堅調に推移しまし

た。その結果、売上高は４８５億５０百万円(前年同期比７．９％増、売上構成比３４．７％）となりま

した。

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ１１億２３

百万円減少し、８３億２４百万円になりました。 

  当中間連結会計期間における営業活動、投資活動および財務活動による各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりです。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、６７億８３百万円の増加（前中間連結会

計期間は２３億９２百万円の増加）となりました。その主因は税金等調整前中間純利益２２億６７百万円

計上による収入増、仕入債務７５億４２百万円増加による支出減、および売上債権２５億６０百万円増加

ならびに、たな卸資産２６億７４百万円増加による支出増によるものです。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、生産設備の取得と関係会社株式を取得し

たことを主因に２２億１百万円の減少（前中間連結会計期間は６億９２百万円の減少）となりました。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

  当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の約定弁済により短期および

長期借入金は合計で４６億１４百万円減少いたしました。 

  加えて種類株式の償還による支出８億６百万円等があり、その結果当中間連結会計期間では５６億９６

百万円の減少（前中間連結会計期間は４３億４１百万円の減少）となりました。



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を、事業の部門等の別に示すと次のとおりです。 
  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社の子会社プライムデリカ㈱は受注生産を行っておりますが、受注当日ないし翌日に製造、出荷し

ており、また、当社の子会社プライムテック㈱は受注生産を行っておりますが、金額が僅少なため、受

注高ならびに受注残高の記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を、事業の部門等の別に示すと次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の部門等の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

食肉 2,026 148.8

ハム・ソーセージ 15,530 91.1

加工食品ほか 26,479 96.0

合計 44,037 95.7

事業の部門等の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

食肉 62,720 106.3

ハム・ソーセージ 28,666 94.9

加工食品ほか 48,550 107.9

合計 139,937 104.3



３ 【対処すべき課題】 

 
  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

 下期の経営環境を展望しますと、日本経済は企業収益の改善等により引き続き緩やかな景気回復が予想

される一方で、原油高騰の国内景気に与える先行き懸念もあり、個人消費の回復についても不透明である

と推察されます。当業界におきましても、畜肉の疾病問題に伴うマイナス要素について短期的な回復が見

込めない上、競争激化による販売単価の下落、石化製品の値上げに伴う原材料価格の高騰等、依然厳しい

環境が続くものと思われます。また、企業の社会的責任がますます問われる状況のなかで、消費者からの

食品の安全性や品質保証体制に対するニーズはますます強く求められております。

 このような動向を踏まえ、当社ならびにグループ各社は「安心・安全・美味しい」の強いご要望にお応

えすべく品質競争力の向上に向けて取り組むと共に、豊かな食生活に貢献できる魅力ある新商品の開発と

提案を行ってまいります。

 具体的な取り組みとしましては、海外の食肉および加工品の仕入先を拡充し、畜肉の疾病によるカント

リーリスク回避を図ると共に、高付加価値商品やオリジナルブランド商品の拡販に努めてまいります。ま

た、米国産牛肉禁輸解禁時の対応、さらに販売強化策としましては、成長が見込めるネットビジネスの強

化を図ると共に、営業要員再配置を推し進め、重点取引先とさらに密接に連携できる体制づくりを行って

まいります。

 さらなるコスト削減として、製造技術開発に基づく製造コストの削減、仕入れおよび在庫管理の徹底に

よるロス削減等の取り組みを継続してまいります。

 地球環境への取り組みとしましては当社全工場および本社にてＩＳＯ１４００１の認定を取得してお

り、今後は国内の主要子会社にもＩＳＯ１４００１の認定取得を展開して環境への配慮に力点を置いた活

動を行ってまいります。



５ 【研究開発活動】 

 当社グループは、当社の基礎研究所、技術開発センターおよび連結子会社であるプライムテック株式会

社において、食肉生産あるいは食肉加工に関する先端的な基礎研究から、それらを活用した製品開発、生

産技術の開発に至るまで、精力的な研究開発活動を行っております。

 基礎研究所は、先端的なミートテクノロジーの開発に重点をおいた研究開発を進めております。特に、

当中間連結会計期間は、おいしさ、安全性、健康などに係わる研究開発を推進してまいりました。おいし

さに関する研究では、前連結会計年度下期より技術導入しました香気成分解析技術を活用し、グラスフェ

ッド牛のグラス臭・苦みを矯臭しつつ、和牛香を付与する牛肉の加工技術を開発し、商品化を進めてまい

りました。また、安全性に係わる分野では、モノクロナール抗体を利用した特定原材料の検出方法の開

発、導入を推進するとともに、前連結会計年度に開発した病原菌多重検出技術については、各種食品での

性能評価、信頼性評価に加え、蛍光PCR法による検出方法を確立いたしました。さらに、これらの技術内

容に関しては、特許出願するとともに、国内外の学会で公表いたしました。一方、健康増進あるいは疾病

予防などの役割を食品に期待する声が高まる中、保健的機能性を持った新たな食品素材の開発も行ってま

いりました。その結果、血圧降下作用、ストレス性胃潰瘍予防効果あるいは抗ストレス活性などを持つ新

たな食品素材を見い出し、現在これらの機能を備えた商品開発やストレスなどを検知するバイオマーカー

の探索を推進しております。特に、当中間連結会計期間では、新たに抗アレルギー作用を持った乳酸菌を

見い出し、特許出願するとともに、研究内容に関し畜産学会で公表いたしました。

 技術開発センターは、生産性向上および他メーカーとの差別化を目指した生産設備の開発を中心に、品

質安定化のための工程設計や工程の信頼性向上に取り組んでいます。特に、当中間連結会計期間は、製造

プロセスの見直しを図り、ローコストオペレーションラインの設計・製作を通して、市場の変化に対応し

た生産性の高いラインの構築を図ってきました。

 プライムテック株式会社は、ユニークな精密駆動技術を利用し独自に開発したマイクロマニピュレータ

の専門メーカーとして、装置開発、製造および販売を行っています。世界初のマウス体細胞クローンの作

出にも貢献した主要機器ＰＭＭは広く海外にも輸出しており、当中間連結会計期間はマイクロマニピュレ

ーション機器総合メーカーとして、新たに海外企業との提携商品を含めた三つの大型マニピュレーション

システム商品を開発し市場投入することができました。また、保有する高度なマイクロマニピュレーショ

ン技術を活用したクローン作出技術と遺伝子導入技術をキーワードに、引き続き官学との共同研究により

高度な医学・畜産分野の発生工学に係るバイオテクノロジーの研究開発を推進しています。

 なお、当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、2億13百万円です。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
（注）１.上記のうち、ＡＢＣ各号種類株式は転換予約権付優先株式であります。 

    ２.ＡＢＣ各号種類株式につきましては、「株式の消却があった場合または種類株式につき普通株式に転換があ

った場合にはこれに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

    ３.第58回定時株主総会の決議に基づき積立てた、種類株式償還積立金818,000,000円について、各種類株主よ

り平成17年度の償還請求を受けましたので定款の定めに従い、内806,400,000円（内償還元本額796,800,000

円）を取り崩し、平成17年８月31日付けで各種類株主への償還に充当しております。 

     この償還により以下の種類株式を消却しております。 

     Ａ号種類株式   768,000株 

     Ｂ号種類株式  1,584,000株 

     Ｃ号種類株式  1,632,000株 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 326,000,000

Ａ号種類株式 3,264,000

Ｂ号種類株式 6,432,000

Ｃ号種類株式 6,336,000

計 342,032,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 223,769,922 223,769,922
東京証券取引所
大阪証券取引所 
(各市場第一部)

―

Ａ号種類株式 3,264,000 3,264,000 ― ※

Ｂ号種類株式 6,432,000 6,432,000 ― ※

Ｃ号種類株式 6,336,000 6,336,000 ― ※

計 239,801,922 239,801,922 ― ―



※種類株式の概要は次のとおりです。 

 
  

Ａ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｃ号種類株式

発行価額総額（百万円） 652 1,286 1,267

発行株式数（株） 3,264,000 6,432,000 6,336,000

発行価額 １株につき200円 １株につき200円 １株につき200円

配当

金

配当率 １株につき日本円６ヶ月物

Tibor ＋ ２．０ ％（上 限

10％）

１株につき日本円６ヶ月物

Tibor ＋ ２．５ ％（上 限

10％）

１株につき日本円６ヶ月物

Tibor ＋ ３．０ ％（上 限

10％）

参加条項 単純参加 単純参加 単純参加

累積要項 非累積 非累積 非累積

残余財産分配 普通株式に優先して１株に

つき200円を支払い、この

他の配分は行わない

    同 左     同 左

償還請求権 平成16年７月５日以降、毎

年７月５日から７月20日ま

での期間に償還請求可。

同 左 同 左

強制償還 平成18年10月31日以前、毎

年９月１日から翌年３月31

日の期間において、償還可

能資金額から償還必要資金

総額を超えない範囲で強制

消却可。

平成19年10月31日以前、毎

年９月１日から翌年３月31

日の期間において、償還可

能資金額から償還必要資金

総額を超えない範囲で強制

消却可。

平成20年10月31日以前、毎

年９月１日から翌年３月31

日の期間において、償還可

能資金額から償還必要資金

総額を超えない範囲で強制

消却可。

議決権 議決権を有しない。但し、

定時株主総会の決議による

優先配当額が上記に基づく

優先配当金額全額未満とな

る期が３期連続した場合、

全額配当を受ける旨の定時

株主総会の決議があるとき

まで議決権を有する。

同 左 同 左

転換

予約

権

普通株式への転換

を請求することが

できる期間

平成18年11月１日から平成

30年10月31日まで

平成19年11月１日から平成

30年10月31日まで

平成20年11月１日から平成

30年10月31日まで

当初転換価額 104円 同左 同左

転換価額の修正 普通株式の時価が当初転換

価額を下回る場合修正され

る。

同左 同左



  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）種類株式（Ａ号種類株式 768,000株、Ｂ号種類株式 1,584,000株、Ｃ号種類株式 1,632,000株）の償還に伴

う消却による減少であります。 

  

Ａ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｃ号種類株式

普通株式への一斉転換 転換請求をできる期間中に

転換請求がなかった場合、

同期間の末日の翌日をもっ

て普通株式に転換される。

同 左 同 左

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

摘 要

平成17年８月31日 △3,984,000 239,801,922 ― 3,363 ― 3,964 (注)



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

① 普通株式 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 88,309 39.46

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 7,664 3.43

株式会社サンショク 三重県伊賀市西明寺2870番 4,713 2.11

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（三井アセット信
託銀行再信託分・ＣＭＴＢエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,613 2.06

学校法人竹岸学園 茨城県土浦市中猫内710番２ 4,541 2.03

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,401 1.97

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 3,984 1.78

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 3,565 1.59

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 3,427 1.53

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪府大阪市北区西天満４丁目15番10号 3,378 1.51

計 ― 128,598 57.47



  ② Ａ号種類株式 

 
  

  ③ Ｂ号種類株式 

 
  

  ④ Ｃ号種類株式 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 1,800 55.15

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,092 33.45

センチュリー・リーシング・シ
ステム株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号 372 11.40

計 ― 3,264 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 3,600 55.97

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,096 32.59

センチュリー・リーシング・シ
ステム株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号 736 11.44

計 ― 6,432 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 3,600 56.82

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,008 31.69

センチュリー・リーシング・シ
ステム株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号 728 11.49

計 ― 6,336 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が「株式数(株)」に77,000株

および「議決権の数(個)」に77個、また当社名義となっておりますが実質的に所有していない自己株式が

「株式数(株)」に5,000株および「議決権の数(個)」に５個それぞれ含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。 

 
② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
（注）上記はすべて普通株式であり、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が上

記以外に5,000株(議決権５個)あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その

他)」に含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ号種類株式  3,264,000
Ｂ号種類株式 6,432,000 
Ｃ号種類株式 6,336,000

― 転換予約権付優先株式

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
   普通株式   212,000 
(相互保有株式) 
   普通株式   51,000

―

―

―

―

完全議決権株式(その他) 普通株式    222,294,000 222,294 ―

単元未満株式   普通株式  1,212,922 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 239,801,922 ― ―

総株主の議決権 ― 222,294 ―

自己保有株式 789株

相互保有株式 イワテプリミート㈱ 952〃

㈱新栄流通サービス 487〃

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式）

プリマハム株式会社
東京都品川区東大井 
３―17―４

212,000 ― 212,000 0.09

（相互保有株式）

イワテプリミート 
株式会社

岩手県紫波郡紫波町 
星山間野村67

25,000 ― 25,000 0.01

株式会社新栄流通 
サービス

茨城県土浦市下高津 
４―12―６

26,000 ― 26,000 0.01

計 ― 263,000 263,000 0.11



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第一部における取引を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 170 164 153 165 160 164

最低(円) 145 144 147 149 152 150



第５ 【経理の状況】 

 １ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。 

  

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

     ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

 ２ 監査証明について 

   当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受け

ております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,074 8,337 9,461

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

26,985 27,928 25,368

 ３ たな卸資産 12,941 12,462 9,787

 ４ 繰延税金資産 182 191 244

 ５ その他 2,390 2,342 2,019

   貸倒引当金 △152 △77 △105

   流動資産合計 51,422 48.2 51,186 47.9 46,777 46.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※
１
２
４

  １ 建物及び 
    構築物

20,209 19,735 19,785

  ２ 機械装置 
    及び運搬具

5,468 4,884 5,035

  ３ 土地 20,309 19,523 20,166

  ４ 建設仮勘定 161 246 352

  ５ その他 455 46,603 500 44,889 516 45,856

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 1,177 1,516 1,312

  ２ その他 260 1,438 143 1,660 153 1,466

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 ※３ 4,787 6,838 5,578

  ２ 長期貸付金 58 71 157

  ３ 長期前払費用 222 222 200

  ４ 繰延税金資産 167 170 131

  ５ その他 2,049 1,809 1,787

    貸倒引当金 △85 7,199 △69 9,042 △221 7,631

    固定資産合計 55,242 51.8 55,592 52.1 54,954 54.0

    資産合計 106,664 100.0 106,778 100.0 101,731 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※３ 23,638 30,123 22,580

 ２ 短期借入金 ※２ 14,491 14,526 14,161

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

※
２
３

9,845 8,307 9,143

 ４ 未払法人税等 1,071 879 1,066

 ５ 繰延税金負債 0 － 0

 ６ 賞与引当金 1,234 1,198 1,153

 ７ 未払費用 4,362 4,603 3,959

 ８ その他 ※
２
３

2,737 2,625 2,043

   流動負債合計 57,382 53.8 62,262 58.3 54,109 53.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※
２
３

18,764 11,177 15,321

 ２ 繰延税金負債 775 1,578 1,131

 ３ 再評価に係る繰 
   延税金負債

1,504 1,778 1,484

 ４ 退職給付引当金 5,567 5,865 5,702

 ５ その他 ※２ 1,978 1,644 1,765

   固定負債合計 28,590 26.8 22,044 20.6 25,405 25.0

   負債合計 85,972 80.6 84,306 78.9 79,514 78.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 3,340 3.1 2,968 2.8 3,406 3.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,363 3.2 3,363 3.2 3,363 3.3

Ⅱ 資本剰余金 3,964 3.7 3,964 3.7 3,964 3.9

Ⅲ 利益剰余金 6,815 6.4 7,346 6.9 7,878 7.8

Ⅳ 土地再評価差額金 2,192 2.1 2,591 2.4 2,163 2.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

1,002 0.9 2,220 2.1 1,451 1.4

Ⅵ 為替換算調整勘定 26 0.0 38 0.0 9 0.0

Ⅶ 自己株式 △13 △0.0 △22 △0.0 △20 △0.0

   資本合計 17,351 16.3 19,502 18.3 18,810 18.5

   負債、少数株主 
   持分及び 
   資本合計

106,664 100.0 106,778 100.0 101,731 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 134,195 100.0 139,937 100.0 271,274 100.0
Ⅱ 売上原価 110,583 82.4 116,510 83.3 225,064 83.0

   売上総利益 23,611 17.6 23,426 16.7 46,209 17.0
Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 20,490 15.3 20,844 14.9 41,254 15.2

   営業利益 3,121 2.3 2,581 1.8 4,955 1.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 14 9 28

 ２ 受取配当金 13 33 43

 ３ 運賃収入 2 ─ 0
 ４ 持分法による 
   投資利益

57 116 101

 ５ その他 408 496 0.4 339 498 0.4 657 830 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 466 348 878

 ２ その他 52 519 0.4 58 406 0.3 103 982 0.3

   経常利益 3,098 2.3 2,673 1.9 4,803 1.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ ─ 0 68

 ２ その他 ※３ 50 50 0.0 22 23 0.0 366 434 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 146 45 229

 ２ 固定資産除却損 ※５ 50 46 230
 ３ 投資有価証券 
   評価損

5 26 5

 ４ 減損損失 ※６ ─ 236 ─

 ５ その他 ※７ 46 248 0.1 74 430 0.3 396 861 0.4

   税金等調整前中 
   間（当期）純利 
   益

2,900 2.2 2,267 1.6 4,377 1.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

※６ 
※８

749 1,068 1,257

   法人税等調整額 ※８ ─ 749 0.6 ― 1,068 0.7 △152 1,104 0.4

   少数株主利益 353 0.3 375 0.3 446 0.2

   中間（当期）純 
   利益

1,796 1.3 822 0.6 2,826 1.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,964 3,964 3,964

Ⅱ 資本剰余金
  中間期末(期末)残高

3,964 3,964 3,964

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,696 7,878 5,696

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 1,796 822 2,826

 ２ 土地再評価差額金取崩高 202 97 232

 ３ 持分法適用会社減少に 
   伴う増加高

─ 1,999 ― 920 3 3,061

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 70 108 70

 ２ 役員賞与 3 11 3

  （うち監査役分）
 

（─） （0） 
 

（─） 

 ３ 種類株式償還額 806 806 806

 ４ 減損損失計上に伴う土 
   地再評価差額金修正額

─ 879 526 1,452 ― 879

Ⅳ 利益剰余金
  中間期末(期末)残高

6,815 7,346 7,878



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間（当期） 
   純利益

2,900 2,267 4,377

 ２ 減価償却費 1,662 1,593 3,376

 ３ 減損損失 ― 236 ―

 ４ 連結調整勘定の償却額 △42 △0 △61

 ５ 投資有価証券評価損 5 26 5

 ６ 貸倒引当金の増減額 
   （減少：△)

△65 △79 37

 ７ 賞与引当金の増減額 
   （減少：△)

76 44 △3

 ８ 退職給付引当金の増減額 
   （減少：△）

245 162 380

 ９ 受取利息及び受取配当金 △27 △42 △71

 10 支払利息 466 348 878

 11 投資有価証券売却損益 
   （益：△）

△22 △7 △67

 12 持分法による投資損益 
   （益：△）

△57 △116 △101

 13 有形固定資産売却損益 
   （益：△）

146 44 160

 14 固定資産除却損 50 46 230

 15 売上債権の増減額 
   （増加：△)

△1,963 △2,560 △348

 16 その他流動資産の増減額 
   （増加：△）

198 △4 375

 17 たな卸資産の増減額 
   （増加：△）

△3,708 △2,674 △555

 18 仕入債務の増減額 
   （減少：△）

4,052 7,542 3,015

 19 その他流動負債の増減額 
   （減少：△）

△96 1,446 △1,109

 20 未払消費税等の増減額 
   （減少：△)

△235 △177 △136

 21 役員賞与の支払額 △3 △19 △4

 22 その他 △39 ― 148

    小計 3,541 8,074 10,527

 23 利息及び配当金の受取額 24 42 71

 24 利息の支払額 △411 △359 △783

 25 法人税等の支払額 △761 △975 △1,212

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

2,392 6,783 8,603



 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産 
   の取得による支出

△795 △900 △1,932

 ２ 有形固定資産 
   の売却による収入

99 106 409

 ３ 無形固定資産 
   の取得による支出

△383 △595 △754

 ４ 有価証券の償還 
   による収入

― 20 ―

 ５ 投資有価証券 
   の取得による支出

△21 △28 △71

 ６ 投資有価証券等 
   の売却による収入

49 55 134

 ７ 子会社株式の取得 
   による支出

― △748 ―

 ８ 貸付による支出 △53 △240 △712

 ９ 貸付金の回収による収入 207 146 798

 10 その他 207 △15 141

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△692 △2,201 △1,987

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金純増減額 
   （減少：△）

△10,775 365 △11,101

 ２ 長期借入れによる収入 10,175 ― 10,983

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出

△2,757 △4,979 △7,638

 ４ 割賦未払金の増加額 69 33 71

 ５ 割賦未払金の 
   返済による支出

△144 △148 △221

 ６ 種類株式優先配当金 
   による支出

△70 △108 △70

 ７ 種類株式償還による支出 △806 △806 △806

 ８ 少数株主への配当金 
   の支払額

△31 △50 △34

 ９ 自己株式の取得 
   による支出

△1 △2 △8

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△4,341 △5,696 △8,825

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― △8 △12

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額（減少：△）

△2,640 △1,123 △2,221

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

11,669 9,447 11,669

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

9,028 8,324 9,447



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数   47社

主要な連結子会社の名称

プライムデリカ㈱、プリ

マ食品㈱、熊本プリマ㈱、

プライムフーズ㈱、太平洋

ブリーディング㈱

連結子会社の数   47社

主要な連結子会社の名称

プライムデリカ㈱、プリ

マ食品㈱、熊本プリマ㈱、

プライムフーズ㈱、太平洋

ブリーディング㈱

連結子会社の数   47社

主要な連結子会社の名称

プライムデリカ㈱、プリ

マ食品㈱、熊本プリマ㈱、

プライムフーズ㈱、太平洋

ブリーディング㈱

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用した関連会社

の数

11社

主要な持分法適用会社の名

称

 イワテプリミート㈱、相

栄フーズ㈱

持分法適用会社のうち、

中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社について

は、各社の中間会計期間ま

たは事業年度に係る中間財

務諸表または財務諸表を使

用しております。

持分法を適用した関連会社

の数

8社

主要な持分法適用会社の名

称

 イワテプリミート㈱、相

栄フーズ㈱

    同左

持分法を適用した関連会社

の数

8社

主要な持分法適用関連会社

の名称

 イワテプリミート㈱、相

栄フーズ㈱

なお、㈱菜の花、㈱デリ

カランド、マックスデリカ

㈲は株式の売却により持分

法適用の範囲から除外して

おります。

持分法適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

(1) ８月31日中間決算会社

はプライムデリカ㈱、プ

リマ食品㈱、太平洋ブリ

ーディング㈱他40社で

す。

(1)    同左 (1) ２月末日決算会社はプ

ライムデリカ㈱、プリマ

食品㈱、太平洋ブリーデ

ィング㈱他40社です。

(2) ６月30日中間決算会社

は、プライム・デリ・コ

ーポレーション、山東美

好食品有限公司他２社で

す。

これらの会社について

は、中間連結財務諸表の

作成にあたり、当該連結

子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引

は、連結上必要な調整を

行うこととしておりま

す。

(2)    同左 

 

 

 

 

    同左

(2) 12月31日決算会社は、

プライム・デリ・コーポ

レーション、山東美好食

品有限公司他２社です。 

 

これらの会社について

は、連結財務諸表の作成

にあたり、当該連結子会

社の決算日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取

引は、連結上必要な調整

を行うこととしておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

①たな卸資産

 主として移動平均

法による原価法

②有価証券

a 満期保有目的の債券

 償却原価法(定

額法)

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

①たな卸資産

同左

②有価証券

a 満期保有目的の債券

同左

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

①たな卸資産

同左

②有価証券

a 満期保有目的の債券

同左

b その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は全部資

本直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

 移動平均法に

よる原価法

b その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

b その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は全部資本直

入法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

同左

③デリバティブ

時価法

③デリバティブ

同左

③デリバティブ

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、当社の建物

(建物附属設備を除

く )、プ ラ イ ム・デ

リ・コーポレーション

の資産および連結子会

社の平成10年４月１日

以降新規に取得した建

物(建物附属設備を除

く)は定額法

主な耐用年数

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬

具・工具器具備品

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

  同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

  同左

②無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては社内における利用

可能見積り期間(５年)

に基づく定額法。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与支払に

備えるため、主として

将来の支給額を見積も

り、これに基づいて計

上しております。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

同左

③退職給付引当金
従業員等の退職給付
に備えるため、当事業
年度末における退職給
付債務および年金資産
の見込額に基づき、当
中間会計期間末におい
て発生していると認め
られる額を計上してお
ります。
なお、会計基準変更
時差異については、主
として15年による按分
額を費用処理しており
ます。
数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(各々10年)による定額
法により発生翌事業年
度から費用処理するこ
ととしており、過去勤
務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年
数(各々10年)による定
額法により発生した事
業年度から費用処理し
ております。
また、退職給付信託
を設定しております。

③退職給付引当金
同左

③退職給付引当金
従業員等の退職給付
に備えるため、当連結
会計年度末における退
職給付債務および年金
資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末
において発生している
と認められる額を計上
しております。
なお、会計基準変更
時差異については、主
として15年による按分
額を費用処理しており
ます。
数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(各々10年)による定額
法により発生翌連結会
計年度から費用処理す
ることとしており、過
去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数(各々10年)によ
る定額法により発生し
た連結会計年度から費
用処理しております。
また、退職給付信託
を設定しております。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処
理方法
リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨へ
の換算の基準
外貨建金銭債権債務
は、中間決算日の直物為
替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益とし
て処理しております。な
お、在外子会社等の資
産、負債、収益および費
用は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に換
算し、換算差額は資本の
部における為替換算調整
勘定および少数株主持分
に含めております。

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨へ
の換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨へ
の換算の基準
外貨建金銭債権債務
は、決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処
理しております。なお、
在外子会社等の資産、負
債、収益および費用は、
決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算
差額は資本の部における
為替換算調整勘定および
少数株主持分に含めてお
ります。

(6) 重要なヘッジ会計の方
法
①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によ
っております。
また、金利スワップに
ついて特例処理の条件
を充たしている場合に
は特例処理を採用して
おります。

(6) 重要なヘッジ会計の方
法
①ヘッジ会計の方法
  同左

(6) 重要なヘッジ会計の方
法
①ヘッジ会計の方法
  同左

②ヘッジ手段とヘッジ対
象
手段：金利スワップ
対象：借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

③ヘッジ方針
市場金利の変動等
によるリスクをヘッ
ジするため、実需に
基づく予定取引を対
象として事前社内承
認の上で行っており
ます。

③ヘッジ方針
市場金利の変動等
によるリスクをヘッ
ジするため、実債務
を対象として事前社
内承認の上で行って
おります。      

③ヘッジ方針
同左

④有効性評価の方法
ヘッジ対象およびヘ
ッジ手段の各リスク要
素別相場変動またはキ
ャッシュ・フロー変動
の累計額を比較し、そ
の相関関係によりヘッ
ジの有効性を評価して
おります。
ただし、特例処理によ
っている金利スワップ
については、有効性の
評価を省略しておりま
す。

④有効性評価の方法
  同左

④有効性評価の方法
  同左



 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税および地方消

費税の会計処理は、主

として税抜方式を採用

しております。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 手許現金、要求払預金お

よび取得日から３ヶ月以内

に満期日または償還期限の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資。

同左 同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 運賃収入に係わる損益区分の変

更 

 従来、物流事業における受託配送

等の運賃収入については営業外収益

に計上しておりましたが、当中間期

に当社定款の事業目的に「貨物自動

車運送業および貨物利用運送事

業」、「倉庫業」を追加したこと、

ならびに近年の当社業務における受

託配送等業務の拡大傾向を鑑み、経

営成績をより適正に表示するため、

当中間期より運賃収入を売上高に計

上することに変更いたしました。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、売上高

および営業利益は206百万円増加し

ましたが、経常利益および税金等調

整前中間純利益に与える影響はあり

ません。 

 

２ 減価償却方法の変更 

 三重工場、プリマ食品㈱への貸与

資産及びプリマ食品㈱の資産（建物

を除く）の減価償却方法を定額法か

ら定率法へ変更しております。償却

方法の変更理由は、三重工場および

プリマ食品㈱の工場設立から長期間

を経過し、当初の目的であった設立

当初の償却費負担の平準化を達成し

たと判断したこと、および連結会社

グループの建物以外の設備について

償却方法を統一することにより事務

処理の効率化・合理化、および事業

所・会社間比較の適正化を確保する

ためであります。これにより、従来

と同一の方法によった場合と比較し

て、減価償却費は８百万円増加し、

営業利益、経常利益および税金等調

整前中間純利益は８百万円減少して

おります。

―――――――― １ 運賃収入に係わる損益区分の変

更 

 従来、物流事業における受託配送

等の運賃収入については営業外収益

に計上しておりましたが、当連結会

計年度に当社定款の事業目的に「貨

物自動車運送業および貨物利用運送

事業」、「倉庫業」を追加したこ

と、ならびに近年の当社業務におけ

る受託配送等業務の拡大傾向を鑑

み、経営成績をより適正に表示する

ため、当連結会計年度より運賃収入

を売上高に計上することに変更いた

しました。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、売上高

および営業利益は397百万円増加し

ましたが、経常利益および税金等調

整前当期純利益に与える影響はあり

ません。 

２ 減価償却方法の変更 

 三重工場、プリマ食品㈱への貸与

資産及びプリマ食品㈱の資産（建物

を除く）の減価償却方法を定額法か

ら定率法へ変更しております。償却

方法の変更理由は、三重工場および

プリマ食品㈱の工場設立から長期間

を経過し、当初の目的であった設立

当初の償却費負担の平準化を達成し

たと判断したこと、および連結会社

グループの建物以外の設備について

償却方法を統一することにより事務

処理の効率化・合理化、および事業

所・会社間比較の適正化を確保する

ためであります。これにより、従来

と同一の方法によった場合と比較し

て、減価償却費は16百万円増加し、

営業利益、経常利益および税金等調

整前当期純利益は16百万円減少して

おります。



 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が236百万円減少し、中間純利益

が598百万円減少しております。

――――――――

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（外形標準課税）

当中間連結会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年2月13日公表）を適用して

おります。この結果、法人事業税の

付加価値割および 資本割55百万円

を販売費及び一般管理費として処理

しております。

―――――――― （外形標準課税）

当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年2月13日公表）を適用しており

ます。この結果、法人事業税の付加

価値割および 資本割100百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

58,731百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

59,664百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

59,030百万円

※２(1) このうち次の固定資産は、

工場財団抵当権を設定し、

下記の借入金の担保に供し

ております。

※２(1) このうち次の固定資産は、

工場財団抵当権を設定し、

下記の借入金の担保に供し

ております。

※２(1) このうち次の固定資産は、

工場財団抵当権を設定し、

下記の借入金の担保に供し

ております。

 

建物及び 
構築物

10,911百万円

機械装置 
及び 
運搬具

2,857百万円

土地 10,166百万円

計 23,936百万円
 

建物及び
構築物

10,791百万円

機械装置
及び 
運搬具

2,661百万円

土地 10,166百万円

計 23,619百万円

建物及び
構築物

10,931百万円

機械装置
及び 
運搬具

2,703百万円

土地 10,166百万円

計 23,801百万円

 

短期 
借入金(注)

53百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

6,021百万円

長期 
借入金(注)

8,914百万円

計 14,989百万円
 

短期 
借入金(注)

3,313百万円

一年内返済
予定長期 
借入金(注)

4,623百万円

長期 
借入金(注)

4,361百万円

計 12,297百万円

短期
借入金(注)

1,556百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

5,362百万円

長期
借入金(注)

6,796百万円

計 13,715百万円

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金等の担保に供

しております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金等の担保に供

しております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金等の担保に供

しております。

 

建物及び 
構築物

5,340百万円

土地 6,505百万円

計 11,846百万円
 

建物及び
構築物

4,794百万円

土地 6,540百万円

計 11,334百万円

建物及び
構築物

5,185百万円

土地 6,648百万円

計 11,834百万円

 

短期 
借入金(注)

172百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

1,007百万円

長期 
借入金(注) 
未払金 
長期未払金

4,721百万円

191百万円
1,529百万円

計 7,622百万円

(注)短期借入金のうち25百万

円、一年内返済予定長期借

入金のうち3,673百万円、長

期借入金のうち3,911百万円

は根抵当権を設定しており

ます。

 

短期 
借入金(注)

151百万円

一年内返済
予定長期 
借入金(注)

1,147百万円

長期 
借入金(注) 
未払金 
長期未払金

4,140百万円

154百万円
1,148百万円

計 6,742百万円

(注)短期借入金のうち3,364百万

円、一年内返済予定長期借

入金のうち2,217百万円、長

期借入金のうち1,965百万円

は根抵当権を設定しており

ます。

 

短期
借入金(注)

123百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

1,084百万円

長期
借入金(注) 
未払金 
長期未払金

4,506百万円

192百万円
1,476百万円

計 7,383百万円

(注)短期借入金のうち1,579百万

円、一年内返済予定長期借

入金のうち3,074百万円、長

期借入金のうち2,941百万円

は根抵当権を設定しており

ます。



  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※３  投資有価証券のうち1,556

百万円は、次の借入金等の

担保に供しております。

※３  投資有価証券のうち823百

万円および会員権のうち8百

万円は、次の借入金等の担

保に供しております。

※３  投資有価証券のうち786百

万円および会員権のうち8百

万円は、次の借入金等の担

保に供しております。

 

買掛金 3百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金

381百万円

長期借入金 924百万円

預り金 
(ギフト券)

10百万円

計 1,319百万円

 上記のほか関係会社株式 

874百万円を一年内返済予定

長期借入金および長期借入金

の担保に供しておりますが、

連結上全額消去しておりま

す。

 

買掛金 4百万円

一年内返済
予定長期 
借入金

57百万円

長期借入金 0百万円

預り金
(ギフト券)

8百万円

計 70百万円

 上記のほか関係会社株式

874百万円を一年内返済予定

長期借入金276百万円および

長期借入金592百万円の担保

に供しておりますが、当該関

係会社株式は連結上全額消去

しております。

 

買掛金 2百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金

69百万円

長期借入金 29百万円

預り金
(ギフト券)

9百万円

計 110百万円

 上記のほか関係会社株式

874百万円を一年内返済予定

長期借入金および長期借入金

の担保に供しておりますが、

連結上全額消去しておりま

す。

※４ 偶発債務

 連結会社以外の次の各社の

銀行借入金等に対して債務保

証を行っております。

※４ 偶発債務

 連結会社以外の次の各社の

銀行借入金等に対して債務保

証を行っております。

※４ 偶発債務

 連結会社以外の次の各社の

銀行借入金等に対して債務保

証を行っております。

 

㈲肉質研究 
牧場

919百万円

㈲かみふらの 
牧場(注)

837百万円

その他 2社 
および従業員
（注）

236百万円

計 1,993百万円
 

㈲肉質研究
牧場

841百万円

㈲かみふらの
牧場(注)

910百万円

その他 2社
および従業員
（注）

222百万円

計 1,974百万円

㈲肉質研究 
牧場

889百万円

㈲かみふらの 
牧場(注)

841百万円

その他  2社 
および従業員 
（注）

227百万円

計 1,958百万円

(注)このほか、㈲かみふらの牧

場の借入金に対し土地24百

万円および建物111百万

円、またその他の借入金に

対し建物18百万円を物上担

保に供しております。

(注)このほか、㈲かみふらの牧

場の借入金に対し土地24百

万円および建物101百万

円、またその他の借入金に

対し建物16百万円を物上担

保に供しております。

(注)このほか、㈲かみふらの牧

場の借入金に対し土地24百

万円および建物106百万

円、またその他の借入金に

対し建物17百万円を物上担

保に供しております。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主

要な費目および金額は次のと

おりです。

※１  販売費及び一般管理費の主

要な費目および金額は次のと

おりです。

※１  販売費及び一般管理費の主

要な費目および金額は次のと

おりです。

 

包装運搬費 
給料雑給

2,168百万円
4,626百万円

賞与引当金 
繰入額

684百万円

退職 
給付費用

1,051百万円

支払手数料 4,400百万円
 

包装運搬費
給料雑給

2,352百万円
4,336百万円

賞与引当金
繰入額

646百万円

退職 
給付費用

990百万円

支払手数料 4,775百万円

 

販売手数料 
包装運搬費 
給料雑給

3,188百万円
4,509百万円
9,022百万円

賞与引当金 
繰入額

665百万円

退職
給付費用

2,080百万円

減価償却費 224百万円

諸手数料 8,730百万円

     ―――――――      ――――――― ※２  固定資産売却益の内訳は次

のとおりです。

  

土地建物売却益 68百万円

その他 0百万円

計 68百万円

     ――――――― ※３  特別利益「その他」の内訳

は次のとおりです。

※３  特別利益「その他」の内訳

は次のとおりです。

 
 

 

投資有価証券売
却益

7百万円

償却債権取立益 8百万円

過年度損益修正
益

4百万円

その他 2百万円

計 22百万円
 

過年度損益修正
益

137百万円

貸倒引当金対象
債権等戻入額

131百万円

その他 97百万円

計 366百万円

※４  固定資産売却損の内訳は次

のとおりです。

※４  固定資産売却損の内訳は次

のとおりです。

※４  固定資産売却損の内訳は次

のとおりです。

 

土地売却損 130百万円

その他 16百万円

計 146百万円
 

土地売却損 44百万円

その他 0百万円

計 45百万円
 

土地建物等売却
損

228百万円

その他 0百万円

計 229百万円

 

※５  固定資産除却損の内訳は次

のとおりです。 

建物及び構築物
除却損

15百万円

機械装置及び運
搬具除却損

30百万円

その他 3百万円

計 50百万円
 

※５  固定資産除却損の内訳は次

のとおりです。

建物及び構築物
除却損

8百万円

機械装置及び運
搬具除却損

28百万円

その他 9百万円

計 46百万円
 

※５  固定資産除却損の内訳は次

のとおりです。

機械装置及び運
搬具除却損

 88百万円

電話加入権 
除却損

103百万円

その他  38百万円

計 230百万円



 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

     ――――――― ※６ 減損損失 

 当社グループは、以下の資産につ

いて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

賃貸用資

産（駐車

場）

土地
大阪府泉

佐野市
206

遊休資産 土地
愛知県名

古屋市
19

遊休資産 土地
新潟県新

潟市
10

合計 236

     ―――――――

 当社グループは管理会計上の単位

を資産グループの基礎とし、独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングを行っており

ます。また、賃貸用資産および遊休

資産についてはそれぞれ個別物件ご

とにグルーピングを行っておりま

す。 

 上記資産につきましては、近年の

継続的な地価の下落により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（236百万円）と

して特別損失に計上し、「再評価に

伴う繰延税金負債」の増加額（法人

税等調整額）361百万円を「法人

税、住民税および事業税」に計上し

ております。 

 なお、上記資産の回収可能価額

は、路線価等をもとにした正味売却

価額により算定しております。

     ―――――――      ――――――― ※７  特別損失「その他」の内訳

は次のとおりです。

 

事業構造改革損
失

196百万円

貸倒引当金繰入
額

143百万円

その他 57百万円

計 396百万円

※８ 法人税、住民税及び事業税 

 税効果会計の適用について

は、主として簡便法を採用し

ているため、法人税等調整額

は「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しておりま

す。

※８ 法人税、住民税及び事業税

同左

    ―――――――



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 

(平成16年９月30日)

現金及び 
預金勘定

9,074百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える
定期預金

△45百万円

現金及び 
現金同等物

9,028百万円

 

(平成17年９月30日)

現金及び 
預金勘定

8,337百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△12百万円

現金及び 
現金同等物

8,324百万円

(平成17年３月31日)

現金及び
預金勘定

9,461百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△14百万円

現金及び
現金同等物

9,447百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

38 27 11

機械装置 
及び 
運搬具

9,415 5,470 3,945

その他 
(工具器具 
備品他)

2,814 1,376 1,438

合計 12,269 6,874 5,394
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

38 33 5

機械装置 
及び 
運搬具

9,012 4,967 4,044

その他 
(工具器具 
備品他)

2,605 1,285 1,320

合計 11,656 6,285 5,370

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

38 30 8

機械装置
及び 
運搬具

9,176 5,341 3,835

その他
(工具器具
備品他)

2,825 1,383 1,441

合計 12,040 6,755 5,285

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1,967百万円

１年超 3,558百万円

合計 5,526百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1,783百万円

１年超 3,703百万円

合計 5,486百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 1,861百万円

１年超 3,546百万円

合計 5,408百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払 
リース料

1,202百万円

減価償却費 
相当額

1,139百万円

支払利息 
相当額

53百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払 
リース料

1,136百万円

減価償却費
相当額

1,078百万円

支払利息
相当額

50百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払
リース料

2,417百万円

減価償却費
相当額

2,292百万円

支払利息
相当額

106百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)  その他有価証券で時価のある株式のうち一部については減損処理を行っており、減損処理額５百万円は特別

損失に計上しております。 

なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処

理を行い、30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)  その他有価証券で時価のある株式のうち一部については減損処理を行っており、減損処理額26百万円は特別

損失に計上しております。 

なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処

理を行い、30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

  

区分
前中間連結会計期間
(平成16年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 54 54 △0

計 54 54 △0

(2) その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,081 3,826 1,745

計 2,081 3,826 1,745

区分
前中間連結会計期間
(平成16年９月30日)

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式(店頭売買株式を除く) 136

区分
当中間連結会計期間
(平成17年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 45 45 △0

計 45 45 △0

(2) その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,117 5,837 3,719

計 2,117 5,837 3,719



前へ   次へ 

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)  減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処理を行い、

30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。 

 なお、当連結会計年度は減損の対象となった株式はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

  

区分
当中間連結会計期間
(平成17年９月30日)

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 139

区分
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 55 55 △0

計 55 55 △0

(2) その他有価証券 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,200 4,702 2,501

計 2,200 4,702 2,501

区分
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 151



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

     金利関係 

 
    （注）１ 時価の算定方法 

         金利スワップ取引；金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によってお 

ります。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

量を示すものではありません。 

       ３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除外しております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

     金利関係 

 
    （注）１ 時価の算定方法 

         金利スワップ取引；金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によってお 

ります。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

量を示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除外しております。 

４ 上記金利スワップ契約については、中間期末においてキャッシュの受渡しが終了しているため時価

および評価損益は開示の対象とはしていません。 

  

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

     金利関係 

 
    （注）１ 時価の算定方法 

         金利スワップ取引；金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によってお 

ります。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

量を示すものではありません。 

       ３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除外しております。 

  

区分 種類
契約額等 

（百万円）

契約額のうち

１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引 

受取変動・支払固定 1,000 1,000 △7 △7

計 1,000 1,000 △7 △7

区分 種類
契約額等 

（百万円）

契約額のうち

１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引 

受取変動・支払固定 1,000 － － －

計 1,000 － － －

区分 種類
契約額等 

（百万円）

契約額のうち

１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引 

受取変動・支払固定 1,000 － △4 △4

計 1,000 － △4 △4



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年

４月１日 至平成17年９月30日)および前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社企業グループの取扱う製品等を種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づいて区分した

結果、同一事業種類の売上高および営業損益の金額がいずれも全セグメントの90％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年

４月１日 至平成17年９月30日)および前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高の合計が全セグメントの10％未満のため、所

在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年

４月１日 至平成17年９月30日)および前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１  １株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の 

     基礎は、以下のとおりです。 

   
※持分法適用会社の前期利益処分による役員賞与が持分法による投資利益に影響を与えているためでありま

す。 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 59.68円 72.89円 65.68円

１株当たり中間（当期）純利

益
8.04円 3.69円 12.10円

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
6.69円 3.17円 10.61円

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益 1,796百万円 822百万円 2,826百万円

普通株主に帰属しない金額

（うち利益処分による優先
 配当額）

       △0百万円

（―）

△2百万円

（―）

119百万円

（108百万円）

（うち利益処分による役員賞

与※）
（△0百万円） （△2百万円） （11百万円）

普通株式に係る中間（当期）

純利益
1,797百万円 825百万円 2,706百万円

普通株式の期中平均株式数 223,607千株 223,549千株 223,590千株

中間（当期）純利益調整額 ― ― 108百万円

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に用

いられた普通株式増加数の内

訳

 Ａ号種類株式

 Ｂ号種類株式

 Ｃ号種類株式

8,989千株

17,962千株

17,947千株

7,511千株

14,916千株

14,808千株

8,373千株

16,692千株

16,639千株

 普通株式増加数 44,898千株 37,236千株 41,704千株



(重要な後発事象) 

  
  

（前中間連結会計期間） 

(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

（当中間連結会計期間） 

(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

（前連結会計年度） 

(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,720 2,602 3,249

 ２ 受取手形 260 234 247

 ３ 売掛金 23,557 24,138 23,132

 ４ たな卸資産 11,189 10,631 8,278

 ５ その他 2,808 1,534 1,359

   貸倒引当金 △90 △40 △55

   流動資産合計 40,446 51.7 39,101 49.4 36,211 48.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※
１
２

  １ 建物 10,189 9,995 10,113

  ２ 機械及び装置 2,856 2,676 2,702

  ３ 土地 14,431 13,646 14,289

  ４ 建設仮勘定 159 63 73

  ５ その他 918 28,554 953 27,335 945 28,124

 (2) 無形固定資産 1,334 1,589 1,399

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 ※３ 5,951 8,272 6,684

  ２ その他 5,449 6,552 6,361

    貸倒引当金 △3,433 7,967 △3,706 11,118 △3,781 9,264

    固定資産合計 37,855 48.3 40,043 50.6 38,788 51.7

   資産合計 78,302 100.0 79,144 100.0 75,000 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,588 1,538 1,278

 ２ 買掛金 ※３ 19,383 25,911 19,071

 ３ 短期借入金 ※
２
３

19,738 18,264 18,943

 ４ 未払法人税等 105 93 198

 ５ 賞与引当金 862 841 832

 ６ その他 ※３ 4,524 4,629 4,476

   流動負債合計 46,203 59.0 51,279 64.8 44,801 59.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※
２
３

10,957 4,745 7,966

 ２ 繰延税金負債 626 1,346 912

 ３ 再評価に係る繰 
   延税金負債 1,504 1,778 1,484

 ４ 退職給付引当金 4,749 5,071 4,864

 ５ その他 81 93 75

   固定負債合計 17,920 22.9 13,035 16.5 15,303 20.4

  負債合計 64,123 81.9 64,315 81.3 60,104 80.1



  

 
  

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資本の部）

Ⅰ 資本金 3,363 4.3 3,363 4.2 3,363 4.5

Ⅱ 資本剰余金

  １資本準備金 3,964 3,964 3,964

   資本剰余金合計 3,964 5.1 3,964 5.0 3,964 5.3

Ⅲ 利益剰余金

  １種類株式償還 
   積立金

12 11 12

  ２中間（当期）未 
   処分利益

3,755 2,961 4,089

   利益剰余金合計 3,767 4.8 2,973 3.8 4,101 5.5

Ⅳ 土地再評価差額金 2,192 2.8 2,591 3.3 2,163 2.9

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

901 1.1 1,955 2.4 1,320 1.7

Ⅵ 自己株式 △10 △0.0 △19 △0.0 △16 △0.0

   資本合計 14,178 18.1 14,829 18.7 14,896 19.9

   負債・資本合計 78,302 100.0 79,144 100.0 75,000 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 110,607 100.0 114,486 100.0 223,775 100.0

Ⅱ 売上原価 95,647 86.5 99,505 86.9 194,172 86.8

   売上総利益 14,960 13.5 14,980 13.1 29,602 13.2

Ⅲ 販売費及び
一般管理費

13,678 12.3 14,082 12.3 27,452 12.2

   営業利益 1,281 1.2 897 0.8 2,150 1.0

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 43 33 84

  その他 ※１ 267 253 420

  営業外収益合計 310 0.3 286 0.2 504 0.2

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 329 217 595

  その他 12 8 25

  営業外費用合計 341 0.4 225 0.2 621 0.3

  経常利益 1,250 1.1 959 0.8 2,033 0.9

Ⅵ 特別利益 ※２ 108 0.1 91 0.1 390 0.2

Ⅶ 特別損失
※３ 
※４

228 0.2 496 0.4 961 0.4

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,130 1.0 553 0.5 1,463 0.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

※４ 
※５

△92 338 95

   法人税等調整額 ※５ ― △92 △0.1 ― 338 0.3 △159 △64 △0.0

   中間(当期)純利 
   益

1,223 1.1 215 0.2 1,527 0.7

   前期繰越利益 2,329 3,175 2,329

   種類株式償還積 
   立金取崩額

806 806 806

   種類株式償還額 △806 △806 △806

   土地再評価差額 
   金取崩額

202 △428 232

   中間(当期)未処 
   分利益

3,755 2,961 4,089



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

移動平均法（ただ

し、牛枝肉については

個別法）による原価法

によっております。

(1) たな卸資産

同左

(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

②子会社株式および関連

会社株式

移動平均法による原

価法

③その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

同左

②子会社株式および関連

会社株式

同左

③その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

同左

②子会社株式および関連

会社株式

同左

③その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

同左

(3) デリバティブ

時価法

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、建物(建物

附属設備を除く)、に

ついては定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物および構築物

２～50年

機械及び装置・工具

器具備品

２～20年

(1) 有形固定資産

同左

 
       
 
 
      

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウエ

ア(自社利用分)につい

ては社内における利用

可能見積り期間(５年)

に基づく定額法。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支払に

備えるため、将来の支

給額を見積り、これに

基づいて計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更

時差異については、15

年による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(各々10年)による定額

法により発生翌事業年

度から費用処理するこ

ととしており、過去勤

務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(各々10年)による定額

法により、発生した事

業年度から費用処理し

ております。

また、退職給付信託

を設定しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務お

よび年金資産の見込額

に基づき、当期におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

なお、会計基準変更

時差異については、15

年による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(各々10年)による定額

法により発生翌事業年

度から費用処理するこ

ととしており、過去勤

務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(各々10年)による定額

法により、発生した事

業年度から費用処理し

ております。

また、退職給付信託

を設定しております。



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によ

っております。

また、金利スワップ

について特例処理の条

件を充たしている場合

には特例処理を採用し

ております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

・手段：金利スワップ

・対象：借入金

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

市場金利の変動等に

よるリスクをヘッジす

るため、実債務を対象

として事前社内承認の

上で行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) 有効性評価の方法

ヘッジ対象およびヘ

ッジ手段の各リスク要

素別相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動

の累計額を比較し、そ

の相関関係によりヘッ

ジの有効性を評価して

おります。

ただし、特例処理に

よっている金利スワッ

プについては、有効性

の評価を省略しており

ます。

(4) 有効性評価の方法

同左

(4) 有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等(消費税及

び地方消費税)の会計

処理は税抜方式を採用

しております。

なお、仮払消費税等

と仮受消費税等は中間

貸借対照表上相殺し、

相殺後の金額は流動資

産の「その他」に含め

て表示しております。

(1) 消費税等の会計処理

消費税等(消費税及

び地方消費税)の会計

処理は税抜方式を採用

しております。

なお、仮払消費税等

と仮受消費税等は中間

貸借対照表上相殺し、

相殺後の金額は流動負

債の「その他」に含め

て表示しております。

(1) 消費税等の会計処理

消費税等(消費税及

び地方消費税)の会計

処理は税抜方式を採用

しております。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 運賃収入に係わる損益区分の

変更 

 従来、物流事業における受託配送

等の運賃収入については営業外収益

に計上しておりましたが、当中間期

に当社定款の事業目的に「貨物自動

車運送業および貨物利用運送事

業」、「倉庫業」を追加したこと、

ならびに近年の当社業務における受

託配送等業務の拡大傾向を鑑み、経

営成績をより適正に表示するため、

当中間期より運賃収入を売上高に計

上することに変更いたしました。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、売上高

および営業利益は206百万円増加し

ましたが、経常利益および税引前中

間純利益に与える影響はありませ

ん。 

２ 減価償却方法の変更 

 三重工場およびプリマ食品㈱への

貸与資産（建物を除く）の減価償却

方法を定額法から定率法へ変更して

おります。償却方法の変更理由は、

三重工場およびプリマ食品㈱の工場

設立から長期間を経過し、当初の目

的であった設立当初の償却費負担の

平準化を達成したと判断したこと、

および建物以外の設備について償却

方法を統一することにより事務処理

の効率化・合理化、および事業所間

比較の適正化を確保するために変更

いたしました。 

 これにより、従来と同一の方法に

よった場合と比較して、減価償却費

は５百万円減少し、営業利益、経常

利益および税引前中間純利益は５百

万円増加しております。

――――――――― １ 運賃収入に係わる損益区分の

変更 

 従来、物流事業における受託配送

等の運賃収入については営業外収益

に計上しておりましたが、当事業年

度に当社定款の事業目的に「貨物自

動車運送業および貨物利用運送事

業」、「倉庫業」を追加したこと、

ならびに近年の当社業務における受

託配送等業務の拡大傾向を鑑み、経

営成績をより適正に表示するため、

当事業年度より運賃収入を売上高に

計上することに変更いたしました。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、売上高

および営業利益は397百万円増加し

ましたが、経常利益および税引前当

期純利益に与える影響はありませ

ん。 

２ 減価償却方法の変更 

 三重工場およびプリマ食品㈱への

貸与資産（建物を除く）の減価償却

方法を定額法から定率法へ変更して

おります。償却方法の変更理由は、

三重工場およびプリマ食品㈱の工場

設立から長期間を経過し、当初の目

的であった設立当初の償却費負担の

平準化を達成したと判断したこと、

および建物以外の設備について償却

方法を統一することにより事務処理

の効率化・合理化、および事業所間

比較の適正化を確保するためであり

ます。 

 これにより、従来と同一の方法に

よった場合と比較して、減価償却費

は14百万円減少し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益は14百

万円増加しております。

   ――――――――― （固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が

236百万円減少し、中間純利益が598

百万円減少しております。

   ―――――――――



 追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（外形標準課税）

当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年2月13日公表）を適用しており

ます。この結果、法人事業税の付加

価値割および資本割55百万円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。

    ―――――――― （外形標準課税）

当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16

年2月13日公表）を適用しておりま

す。この結果、法人事業税の付加価

値割および資本割100百万円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

40,193百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

40,153百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

40,206百万円

※２(1) このうち次の固定資産(北

海道、茨城、三重、鹿児島

の各工場およびプリマ食品

株式会社、秋田プリマ食品

株式会社への貸与資産)

は、工場財団抵当権を設定

し、下記の借入金の担保に

供しております。

※２(1) このうち次の固定資産(北

海道、茨城、三重、鹿児島

の各工場およびプリマ食品

株式会社、秋田プリマ食品

株式会社への貸与資産)

は、工場財団抵当権を設定

し、下記の借入金の担保に

供しております。

※２(1) このうち次の固定資産(北

海道、茨城、三重、鹿児島

の各工場およびプリマ食品

株式会社、秋田プリマ食品

株式会社への貸与資産)

は、工場財団抵当権を設定

し、下記の借入金の担保に

供しております。

 

建物 8,034百万円

構築物 535百万円

機械及び装置 2,713百万円

土地 8,415百万円

計 19,699百万円
 

建物 8,040百万円

構築物 535百万円

機械及び装置 2,547百万円

土地 8,415百万円

計 19,539百万円
 

建物 8,131百万円

構築物 521百万円

機械及び装置 2,579百万円

土地 8,415百万円

計 19,647百万円

 

短期 
借入金(注)

5,560百万円

長期 
借入金(注)

5,986百万円

計 11,547百万円
 

短期 
借入金(注)

7,241百万円

長期 
借入金(注)

2,352百万円

計 9,594百万円

短期
借入金(注)

6,390百万円

長期
借入金(注)

4,132百万円

計 10,523百万円

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金の担保に供し

ております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金の担保に供し

ております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金の担保に供し

ております。

 

建物 1,250百万円

土地 2,781百万円

計 4,031百万円
 

建物 1,280百万円

土地 2,808百万円

計 4,089百万円

建物 1,313百万円

土地 2,916百万円

計 4,230百万円

 

短期 
借入金(注)

558百万円

長期 
借入金(注)

1,177百万円

計 1,736百万円
 

短期 
借入金(注)

541百万円

長期 
借入金(注)

866百万円

計 1,408百万円

短期
借入金(注)

509百万円

長期
借入金(注)

1,116百万円

計 1,626百万円

(注)短期借入金のうち3,637百

万円、長期借入金のうち

3,772百万円は根抵当権を

設定しております。

(注)短期借入金のうち5,529百

万円、長期借入金のうち

1,880百万円は根抵当権を

設定しております。

(注)短期借入金のうち4,586百万

円、長 期 借 入 金 の う ち

2,823百万円は根抵当権を設

定しております。

 

※３ 投資有価証券及び関係会社株

式のうち、1,491百万円は、次

の借入金等の担保に供しており

ます。

買掛金 3百万円

短期借入金 331百万円

長期借入金 924百万円

預り金 
(ギフト券)

10百万円

計 1,269百万円
 

※３ 投資有価証券及び関係会社株

式のうち、1,697百万円は、次

の借入金等の担保に供しており

ます。

買掛金 4百万円

短期借入金 332百万円

長期借入金 592百万円

預り金
(ギフト券)

8百万円

計 936百万円

※３ 投資有価証券及び関係会社株

式のうち、1,578百万円は、次

の借入金等の担保に供しており

ます。

買掛金 2百万円

短期借入金 331百万円

長期借入金 758百万円

預り金
(ギフト券)

9百万円

計 1,101百万円



  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

４ 偶発債務

次の各会社の銀行借入金等

に対して債務保証を行ってお

ります。

４ 偶発債務

次の各会社の銀行借入金等

に対して債務保証を行ってお

ります。

４ 偶発債務

次の各会社の銀行借入金等

に対して債務保証を行ってお

ります。

 

北陸プライム㈱ 676百万円

四国フーズ㈱ 259百万円

プリマルーケ㈱ 211百万円

㈱ドルチャ 124百万円
秋田プリマ 
食品㈱

100百万円

太平洋ブリー 
ディング㈱

80百万円

その他４社 
および従業員

203百万円

計 1,655百万円

 

 

北陸プライム㈱ 556百万円

四国フーズ㈱ 207百万円

プリマルーケ㈱ 139百万円
㈱ドルチャ 103百万円
空知ミート㈱ 60百万円
秋田プリマ
食品㈱ 50百万円

その他４社
および従業員

92百万円

計 1,208百万円

 

 

北陸プライム㈱ 617百万円

四国フーズ㈱ 236百万円

プリマルーケ㈱ 175百万円

㈱ドルチャ 114百万円
秋田プリマ 
食品㈱

100百万円

空知ミート㈱ 60百万円

その他４社 
および従業員

128百万円

計 1,431百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益・その他の主要項

目

※１ 営業外収益・その他の主要項

目

※１ 営業外収益・その他の主要項

目

 
受取配当金 118百万円

 
受取配当金 142百万円

 
受取配当金 132百万円

       ――――――

 

※２ 特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

79百万円

       

※２ 特別利益の主要項目

関係会社株 
式売却益

60百万円

貸倒引当金
戻入益

155百万円

過年度損益
修正益

122百万円

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目

 

土地・建物
売却損

130百万円

 

貸倒引当金
繰入額

146百万円

減損損失 236百万円

土地・建物 
売却損

162百万円

固定資産除
却損

148百万円

貸倒引当金
繰入額

489百万円

事業構造改
革損失

143百万円

――――――

 

※４ 減損損失

当社は、以下の資産について減損

損失を計上しております。

用途 種類 場所
金額

(百万円)

賃貸用資
産（駐 車
場）

土地
大阪府泉
佐野市

206

遊休資産 土地
愛知県名
古屋市

19

遊休資産 土地
新潟県新
潟市

10

合計 236

当社は、管理会計上の単位を資産

グループの基礎とし、独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位

でグルーピングを行っております。

また、賃貸用資産および遊休資産に

ついてはそれぞれ個別物件ごとにグ

ルーピングを行っております。

上記資産につきましては、近年の

継続的な時価の下落により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（236百万円）と

して特別損失に計上し、「再評価に

伴う繰延税金負債」の増加額（法人

税等調整額）361百万円を「法人

税、住民税及び事業税」に計上して

おります。

――――――

なお、上記資産の回収可能価額

は、路線価等をもとにした正味売却

価額により算定しております。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※５  法人税、住民税及び事業税

    税効果会計の適用につい

ては、簡便法を採用してい

るため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しており

ます。

※５ 法人税、住民税及び事業税

同左

――――――

 

６ 減価償却実施額

有形固定資産 621百万円

無形固定資産 260百万円
 

６ 減価償却実施額

有形固定資産 600百万円

無形固定資産 252百万円

６ 減価償却実施額

有形固定資産 1,278百万円

無形固定資産 486百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引にかかる注記

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引にかかる注記

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引にかかる注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

3,543 2,079 1,464

その他 4,252 2,212 2,039

合計 7,796 4,292 3,503

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

3,595 1,974 1,620

その他 3,742 1,896 1,845

合計 7,337 3,871 3,466

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び
装置

3,433 2,001 1,432

その他 4,062 2,147 1,914

合計 7,495 4,148 3,347

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,243百万円

１年超 2,338百万円

合計 3,582百万円

１年内 1,123百万円

１年超 2,411百万円

合計 3,534百万円

１年内 1,140百万円

１年超 2,279百万円

合計 3,420百万円

③ 当中間会計期間の支払リース

料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額

③ 当中間会計期間の支払リース

料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 

(1) 支払リース料 771百万円

(2) 減価償却費
相当額

731百万円

(3) 支払利息相当額 34百万円
 

(1) 支払リース料 729百万円

(2) 減価償却費
相当額

694百万円

(3) 支払利息相当額 32百万円

(1) 支払リース料 1,522百万円

(2) 減価償却費
相当額

1,443百万円

(3) 支払利息相当額 67百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  
（前中間会計期間） 
(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

該当事項はありません。 
  

（当中間会計期間） 
(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

該当事項はありません。 
  

（前事業年度） 
(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第58期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月20日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているプリマハム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、プリマハム株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は従来営業外収益に計上していた物流事業における

受託配送等の運賃収入について、当中間連結会計期間から売上高に計上する会計処理に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定  社 員
公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  東      勝   次   ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  古  杉  裕  亮  ㊞

業務執行社員

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月26日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているプリマハム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、プリマハム株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基

準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定  社 員
公認会計士  梅  澤  厚  廣  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  東     勝   次  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  古  杉  裕  亮  ㊞

業務執行社員

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成16年12月20日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているプリマハム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、プリマハム株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は従来営業外収益に計上していた物流事業における

受託配送等の運賃収入について、当中間会計期間から売上高に計上する会計処理に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指 定  社 員
公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  東      勝   次   ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
業務執行社員

公認会計士  古  杉  裕  亮  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成17年12月26日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているプリマハム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、プリマハム株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を

適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指 定  社 員
公認会計士  梅  澤  厚  廣  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  東      勝   次   ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
業務執行社員

公認会計士  古  杉  裕  亮  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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